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自然と共生するグリーン国土の創造自然環境と国土をめぐる諸課題

グリーン国土の創造（基本的考え方）

気候変動の影響の深刻化や生物多様性の危機など、自然環境と国土のあり様が問われる中、多彩で恵み豊かな自
然環境を将来世代に引き継ぐため、我が国国土と社会経済活動の基盤となる自然資本の保全・拡大と持続可能な活
用を図る観点から、カーボンニュートラルの実現を図る地域づくり、ネイチャーポジティブに向けた30by30による健全
な生態系の保全・再生、自然の力を活かした地域課題解決や観光等の地域活性化、地域内の資源循環の向上など、
分野横断・官民連携により、自然と共生するグリーン国土の創造を図る。

自然資本の保全・拡大、持続可能な活用を図る
国土・地域づくりと次世代への継承

カーボンニュートラルの実現を図る地域づくり

• 地域脱炭素化の取組の全国展開

• 自然環境に配慮した地域共生型の再エネ導入の促進など、
緩和策、適応策、生態系保全を統合した地域づくりの推進

30by30による健全な生態系の保全・再生

• 保護地域の拡充、里地里山里海、企業緑地等の保全強化
（OECM認定促進）

• 広域的な生態系ネットワークの形成促進

グリーンインフラによる複合的な地域課題の解決

• NbSの発想による、自然環境の多面的な機能を活用したグ
リーンインフラの社会実装、Eco-DRRの推進

• 民間資金を活用したグリーンファイナンスの促進

自然資本の持続可能な活用による地域活性化等

• エコツーリズム、グリーンツーリズムなど、世界に誇る自然
資本や地域文化を活かした観光地域づくり

• 地域生活圏の形成や地域循環共生圏の取組とも連携し、
地域に根差した優れた自然・文化等を活かした地域価値の
向上を図るグリーンコミュニティづくり、多様な主体の参加と
連携の促進

気候危機（気候変動による影響の深刻化）

平均気温の上昇

雨の降り方の変化、水災害の激甚化・頻発化

海面上昇による浸水リスクの増大

植生や野生生物の分布変化

農作物の栽培適地の変化

都市部における熱ストレスの増大 など

自然資本に対する国際的な認識の強まり

気候変動、生物多様性に関する国際的な行動
枠組の充実・強化

カーボンニュートラル、ネイチャーポジティブ、
NbS（Nature-based Solutions）、30by30、
TCFD、TNFD等の国際的な新たな潮流

生物多様性の損失

生物種の絶滅リスクの増大

生物多様性の損失傾向の継続

自然資本から得られる生態系サービスの低下
（食料・水等の供給サービス、景観等の文化的
サービス等） など
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グリーン国土の創造に向けた具体的な取組①
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カーボンニュートラルの実現を図る地域づくりに向けた取組の方向性

地域脱炭素化の取組の全
国展開

「地域脱炭素ロードマップ」に基づく脱炭素先行地域における先行的な取組の実施
（2030年までに少なくとも100か所、2022年11月現在46か所）

脱炭素の基盤となる自家消費型太陽光発電の普及等の重点対策の加速化

「SDGｓ未来都市」等の取組を通じた地域の多様な主体の連携による地域資源を活
かした地域内の資源循環の仕組みの構築

地域のくらし、まちづくり、
交通、インフラ等における
グリーン化

「国土交通グリーンチャレンジ」の実現に向け、ZEH・ZEBの普及促進など住宅・建築
物の省エネ化、まちづくりのグリーン化、自動車の電動化、スマート交通、グリーン
物流等の取組を推進（2030年に新築住宅・建築物についてZEH・ZEB水準の省エネ性能確保、
2035年までに乗用車新車販売で電動車100%など）

農林水産業のグリーン化

「みどりの食料システム戦略」及び「みどりの食料システム法」基づき、調達から生産、
流通、消費までの各段階において、有機農業やスマート農林水産業等の環境負荷
低減を行う取組、エリートツリーによる再造林や高層建築物等の木造化など、食料・
農林水産業分野における脱炭素・環境負荷低減に向けた変革の取組を推進（2030年
にエリートツリー等の活用割合30％など）

緩和策、適応策、生態系保
全を統合した地域づくりの
推進

地球温暖化対策推進法に基づく再エネ促進区域への地域共生型の再エネ導入の
促進

自然環境の多面的な機能を活用したグリーンインフラの社会実装、Eco-DRRの推進

官民連携の新たな枠組みによるハイブリッドダムの展開を通じた気候変動に適応し
た治水機能の強化、水力発電の促進、地域振興の両立

深刻化する気候危機に直面する中、国際公約である2050年カーボンニュートラル、2030年度46％削減目標の実現に
向け、カーボンニュートラルの実現を図る地域づくりを進める。その際には、地球温暖化の緩和策や、国土・地域に
様々な影響を及ぼす気候変動への適応策、生物多様性の確保に向けた生態系の保全等の取組を各地域において
統合的に推進する必要がある。



グリーン国土の創造に向けた具体的な取組②
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30by30による健全な生態系の保全・再生、グリーンインフラによる複合的な地域課題の解決、自然資本の持続可能
な活用による地域活性化に向けた取組の方向性

30by30による健全な生態
系の保全・再生

国立公園等の保護地域の更なる拡張及び管理の強化（現状：陸域20.5％、海域13.3％）

里地里山里海、企業緑地など、保護地域以外の場所で生物多様性保全に貢献する
場所（OECM）の設定促進による広域的な生態系ネットワーク化の促進

吸収源対策にもつながるブルーカーボン生態系の保全

グリーンインフラによる複
合的な地域課題の解決

CO2吸収源対策、防災・減災、自然豊かな生活空間の確保など、自然環境の多面
的な機能を活用したグリーンインフラの推進

森林保全による斜面崩壊防止、遊水地による洪水緩和など、生態系を活用した防
災・減災対策（Eco-DRR）の推進

自然資本の保全・拡大、持続可能な活用に資する取組への民間資金の活用を図る
ためのグリーンボンド等のグリーンファイナンスの促進

自然資本の持続可能な活
用による地域活性化

国立公園の観光利用や農泊など地域の自然資本や文化を活用したインバウンドの
本格回復など、観光立国の復活に向けた取組の推進

地球環境に配慮した旅行の推進、自然、文化等の保全に配慮したコンテンツ造成等
の推進、マネジメント体制の構築、受入環境整備による持続可能な観光（観光
SDGs）の推進

地域生活圏の形成や地域循環共生圏の取組とも連携し、地域に根差した優れた自
然・文化等を活かした地域価値の向上を図るグリーンコミュニティづくり、多様な主体
の参加と連携の促進

○生物多様性の損失を止め回復させる「ネイチャーポジティブ」に向けて、2030年までに陸域と海域の30％以上を健
全な生態系として効果的に保全する国際公約（30by30目標）の実現を図る。

〇NbS（Nature-based Solutions）の発想に即し、グリーンインフラの推進等により、自然環境の多面的な機能を活用
した複合的な地域課題解決を図る取組を推進する。

○自然資本の持続可能な活用を通じた観光地域やグリーンコミュニティづくりにより地域活性化を図る。



地域脱炭素化の取組（地域脱炭素ロードマップの概要）

○2025年までの５年間に政策を総動員し、人材・技術・情報・資金を積極支援

①2030年度までに少なくとも100か所の「脱炭素先行地域」をつくる

②全国で、重点対策を実行（自家消費型太陽光、省エネ住宅、電動車など）

○３つの基盤的施策（①継続的・包括的支援、②ライフスタイルイノベーション、③制度改革）を実
施

○モデルを全国に伝搬し、2050年を待たずに脱炭素達成（脱炭素ドミノ）

（出典）「 地域脱炭素ロードマップ」（環境省） 5



（参考）脱炭素先行地域の選定状況

6（出典）環境省提供資料

年度別選定提案数（共同で選定された市町村は1提案としてカウント、括弧内は応募提案数）
R4

第1回 第2回
26

（79）
20

（50）

東北ブロック(5提案、1県5市村)
岩手県 宮古市、久慈市
宮城県 東松島市
秋田県 秋田県･秋田市、大潟村

関東ブロック(11提案、1県12市町村)
栃木県 宇都宮市･芳賀町、那須塩原市
群馬県 上野村
埼玉県 さいたま市
千葉県 千葉市
神奈川県 横浜市、川崎市、小田原市
新潟県 佐渡市･新潟県、関川村
静岡県 静岡市

中部ブロック(5提案、1県5市)
福井県 敦賀市
長野県 松本市、飯田市
愛知県 名古屋市、岡崎市･愛知県

中国ブロック(5提案、6市町村)
鳥取県 米子市・境港市
島根県 邑南町
岡山県 真庭市、西粟倉村
山口県 山口市

四国ブロック(1提案、1町)
高知県 梼原町

九州・沖縄ブロック(5提案、23市町村)
福岡県 北九州市他17市町
熊本県 球磨村
宮崎県 延岡市
鹿児島県 知名町・和泊町
沖縄県 与那原町

北海道ブロック(5提案、5市町)
札幌市、石狩市、奥尻町、上士幌町、鹿追町

近畿ブロック(9提案、1県9市町)
滋賀県 湖南市･滋賀県、米原市･滋賀県
京都府 京都市
大阪府 堺市
兵庫県 姫路市、尼崎市、加西市、淡路市
奈良県 三郷町



（参考）脱炭素先行地域の例

7（出典）環境省提供資料

耕作放棄地において、ソーラーシェアリングを実施す
るとともに、AI・IoTを実装した環境配慮型栽培ハウ
ス(空調等に省CO2設備導入・リユース単管パイプ
等)を導入し、公共施設等を脱炭素化することで、農
福連携等を推進

脱炭素で耕作放棄地再生
（滋賀県米原市・滋賀県）

環境配慮型栽培ハウスのイメージ

バイオガス発電設備

世界で戦える脱炭素都市を目指して
（神奈川県横浜市）

エネルギー需要量の高いみなとみらい21地区の商
業施設を、市営住宅等を活用した太陽光発電導
入、東北13市町村等からの再エネ電気調達、大
規模デマンドレスポンス（需要調整）により脱炭
素化、世界の都市間の競争力を向上

みなとみらい21含む市内沿岸部

村内の森林を最大限活用した木質バイオマスによ
る熱電併給・薪ストーブの導入
系統を活用した地域マイクログリッドを構築し、レジ
リエンス強化
「山村全域の脱炭素化」×「林業再生・活性化」×
「安心・安全なまち」を実現し、移住・定住を促進

群馬県上野村
～全村脱炭素化で林業再生・活性化～

京都府京都市
～文化遺産の継承と地域コミュニティ活性化～

寺社などの100箇所の文化遺産を、僧侶が起業した
地域エネルギー会社と連携して脱炭素化し、文化の
持続的な継承を図る
EVタクシーを活用したゼロカーボン修学旅行の実施
や商店街アーケード・大学などの交流拠点の脱炭素
化を進め、市内外への波及効果を狙う

太陽光発電・大規模蓄電池を導入して100％再エ
ネで稼働するLRTやEVバスを中心にゼロカーボン
ムーブを実現
需要家側蓄電池の制御やEVバスを調整電源として
活用し、高度なEMSを構築し、中心市街地の脱炭
素化を実現

栃木県宇都宮市・芳賀町
～LRTを中心としたゼロカーボンムーブの実現～

全国初の全線新設LRT: Light Rail Transit
（令和5年8月供用開始予定）

積雪寒冷地×大都市の脱炭素化
＜北海道札幌市＞

寒冷市街地特有の地域熱供給ネットワークと連携
し、CNガスや木質バイオマスによる中心市街地の
電気・熱の脱炭素化を実現
再エネ由来水素サプライチェーンを構築し、市内
のエネルギー需要の不足を市外で製造された水素
で供給し、水素社会を牽引



ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業

（出典）内閣官房、内閣府提供資料 8



国土交通グリーンチャレンジ

省エネ・再エネ拡大等につながるスマートで強靱なくらしとまちづくり

9（出典）「国土交通グリーンチャレンジ」（国交省）



国土交通グリーンチャレンジ

デジタルとグリーンによる持続可能な交通・物流サービスの展開

（出典）「国土交通グリーンチャレンジ」（国交省）
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農林水産業のグリーン化

（出典）「みどりの食料システム戦略について」（農林水産省） 11



地域共生型の再エネ導入の取組

（出典）「地域共生型再エネと環境省の取組」（環境省）

○2050年カーボンニュートラルを達成するためには、地域の脱炭素化の取組が不可欠。環境省
は、地域における合意形成が図られ、環境に適正に配慮し、地域に貢献する、地域共生型の
再エネ導入を支援している。

12



地域共生型再生可能エネルギー事業顕彰の概要

（出典）資源エネルギー庁提供資料
13
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国土交通グリーンチャレンジ

グリーンインフラを活用した自然共生地域づくり

（出典）「国土交通グリーンチャレンジ」（国交省）



官民連携の新たな枠組みによるハイブリッドダム

15（出典）国土交通省ホームページ



30ｂｙ30の概要

16（出典）「30by30ロードマップ」（環境省ホームページ）

○国立公園等の保護地域の更なる拡充や、里地里山等の保護地域以外の場所で生物多様性に
貢献する場所（OECM）の保全など、2030年までに陸と海の30％以上を健全な生態系として効果
的に保全しようとする目標（30by30目標）に向けた取組が進められている。



保護地域とOECMによる生態系ネットワークの構築

（出典）環境省提供資料 17

OECM

OECM

保護地域以外にも、里地里山、水源の森、都市の自然など、
様々な場所が生物多様性の保全に貢献している

【求められる取組】 生態系の健全性の回復にあたっては、保護地域の区域拡張や管理強化、自然再生が重要。さらに、希少種、
外来種、鳥獣管理など従前の取組の強化に加えて、保護地域とOECMによる生態系ネットワークの構築・維持が必要。
【現在の状況】民間等の取組により結果的に生物多様性の保全に貢献している区域（企業緑地、里地里山、都市緑地）を、
環境省が「自然共生サイト（仮称）」に認定する仕組みを構築中。2023年度から正式に認定を開始。

OECMの国際的な定義 【Other Effective area-based Conservation Measures】
保護地域以外の地理的に画定された地域で、付随する生態系の機能とサービス、適切な場合、文化的・精神的・社会経済的・
その他地域関連の価値とともに、生物多様性の域内保全にとって肯定的な長期の成果を継続的に達成する方法で統治・管理さ
れているもの。（2018年のCBD・COP14において定義を採択［決定14/8］）

●自然環境保全基本方針（令和2年３月閣議決定）における
OECMの位置づけ

民間等の取組により保全が図られている地域や保全を目的と
しない管理が結果として自然環境を守ることにも貢献してい
る地域（OECM)については、そうした民間等の取組を促進
するとともに、保護地域を核として連結性を強化することに
より、広域的で強靱な生態系のネットワーク化を図り、生物
多様性の保全を推進することとしている。

国土全体
生物多様性の保全に資する土地の管理がなされた地域

OECM保護地域
（現：陸 20.5%・海 13.3%）

● 保護地域＋OECMの生態系ネットワーク構築
➡ 保護地域の保全機能の強化、

気候変動等の影響に対する強靱性
● 地図情報を用いた生態系ネットワークの可視化

● 既存の保全管理が継続されるよう促進
● 企業やNGO等の価値の向上（ESG投資等の評価への反映）
● 自然環境が地域の資産として認知・利用されることを支援
● 多様な主体の連携・協働を促進
● 地方公共団体等が生物多様性保全の成果指標として活用

我が国における保護地域とOECMの概念整理とそれらの役割（イメージ）

2030年までに30%確保



日本の保護地域

○「愛知目標」では2020年までに陸域17%、海域10%を保全することが掲げられており、陸域の保護地
域は20.3%で既に愛知目標を達成していたが、その後、奄美や沖縄の国立公園の指定等により
20.5%となっている。

○海域の保護地域については8.3%であったが、2020年に新たに創設した「沖合海底自然環境保全
地域」制度による小笠原方面の指定により13.3%となっている。

（出典）環境省提供資料 18



工場緑化に関する表彰制度について

○経済産業省は、工場立地が環境の保全を図りつつ適正に行われるよう工場立地法に基づき、工場
緑化の推進に取り組んでいる。

○工場の緑化に積極的に取り組み、工場内外の環境向上に顕著な功績のあった工場等に対する経
済産業大臣表彰を実施（1982年創設以降、累計179工場を表彰）。

○みどりの月間に開催される「みどりの式典」では、経済産業省が推薦した工場緑化に顕著な功績の
あった工場等を緑化推進運動功労者として、内閣総理大臣表彰を実施。

19

○操業時から工場敷地内の原生林を守りながら工場緑化を進めており、生物多様性の観点から、カエデなどの落
葉広葉樹を植樹し、針葉樹と広葉樹が混ざった天然林に近い針広混交林化にも取り組み、多くの生物や植物が
生息しやすい環境づくりをすすめている。また、芝生や桜並木を管理して近隣保育園や市内小学校への自然学
習の場を提供している。

○敷地内にビオトープ(※)を設置し、平成28年からは地域に生息する絶滅危惧種であるホトケドジョウを育成できる
区域を設置し、水質や成長を確認しながら、自然繁殖することを目標として継続的な管理を実施している。

令和４年緑化推進運動功労者
住友ゴム工業株式会社 市島工場（兵庫県丹波市）

※ビオトープ：生命(bio)と場所(topos)の合成語で、生物に生息空間のこと。

（出典）住友ゴム工業株式会
社より提供

工場敷地内での緑化活動 ホトケドジョウの育成・放流

（出典）経済産業省提供資料



○カーボンニュートラルなどに続く、環境に関する国際的な動きとして、令和４年12月に2030年ネイ
チャーポジティブ※が次期世界目標（ポスト2020生物多様性枠組）として位置づけられた。

○今後、年度内に次期生物多様性国家戦略の改定を予定

2010

2020
2021

2022

（出典）環境省公表資料に基づき国土交通省作成

国際的な動き

国内での動き
生物多様性条約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）

愛知目標（戦略計画2011-2020）採択 等

2012 生物多様性国家戦略2012-2020 【閣議決定】

IPBES（生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学-政策プ
ラットフォーム）地球規模評価報告書公表（2019/5）

2019

愛知目標最終評価（地球規模生物多様性概況第５版（GBO5）（2020/9）

生物多様性総合評価（JBO3）（2021/3）G7 コーンウォール・サミット（2021/6）

３０ｂｙ３０目標※注１へのコミット（COP15に先駆けて発表）

2021

30by30ロードマップ（2022/4） 【関係省庁会議決定】2022生物多様性条約第１５回締約国会議（ＣＯＰ１５）

ポスト2020生物多様性枠組の採択 等

次期生物多様性国家戦略 閣議決定予定2023

※2030年ネイチャーポジティブ・・・２０３０年までに生物多様性の損失を止め、回復軌道に乗せるという国際的な目標

自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）本格始動予定

2023

・３０ｂｙ３０アライアンス発足（国内企業、自治体等319者参画）

自然共生サイト（OECM※注2）認定制度本格始動予定

※注1 30by30 ・・・2030年までに、陸と海の30％以上を健全な生態系として効果的に保全するという各国の具体的な目標
※注2 OECM ・・・保護地域以外で生物多様性の保全に資する地域。（30by30の達成のための構成要素のひとつ）

自然を活用した地域づくり（NbS）を通じた「ネイチャーポジティブ経済」への移行

（参考）生物多様性の世界目標と次期生物多様性国家戦略の動き

20



ブルーカーボン

（出典）国土交通省資料 21



緑と自然豊かな民間都市開発の推進や都市公園整備、道路緑化、多自然川づくり等を通じてグリーンインフラの社会実
装を推進することにより、生物多様性の保全・再生、安全・快適な空間づくりや魅力的な地域づくり、脱炭素化等を効果的
に進めるとともに、環境を重視した民間投資の拡大を促進し、ネイチャーポジティブ経済への移行を推進する。

産学官が参加

会員数1,615

（R4.11末）

グリーンイン
フラ官民連携
プラット
フォーム

（R2.3設立）

○グリーンイン
フラの社会的普
及

○グリーンイン
フラ技術の調査
研究（効果評価
等）

○ 民間資金 活
用 方策の検 討
（グリーンボンド

等の活用）

気候変動適応、生物多様性保全・再生

グリーンインフラによるＧＸ、ネイチャーポジティブ経済への移行推進

緑化・緑地の創出等による脱炭素化の推進

環境を重視した民間開発等
民間投資の拡大

Futakotamagawa Rise

二子玉川ライズ（東京都世田谷区) 大手町の森（東京都千代田区)

軌道敷緑化の整備
（熊本県熊本市）

雨庭の整備
（京都府京都市）

住居地域における道路緑化
（千葉県印西市）

○都市公園や民間緑地創出によるCO2吸収源対策の促進
○緑地創出によるヒートアイランド現象の緩和

官
民
連
携
に
よ
る
取
組
加
速
化

○民間開発による自然と調和したオフィス空間の形成

○ESG不動産投資の促進

○多自然川づくりやかわまちづくり等による魅力ある水辺
空間の創出

河道掘削による湿地再生
（円山川、兵庫県豊岡市）

地域資源の保全と商業施設が
連携したかわまちづくり

（五ヶ瀬川、宮崎県延岡市）

浚渫土砂や鉄鋼スラグ
等を活用した藻場等の
造成によりCO2吸収源
対策を促進

（千葉県君津市）

○干潟・藻場等の造成によるブルーカーボン
生態系を活用したCO2吸収源対策

○道路緑化、雨庭、鉄道敷緑化、森林整備、木材利用等による
CO2吸収源対策や暑熱緩和

公園を活用した健康づくり
（東京都立川市・昭島市）

雨水貯留浸透施設を備えた公
園緑地の整備

（神奈川県横浜市)

グリーンインフラの推進

22

適切に管理された人工林



Eco-DRRの特徴

（出典）環境省提供資料

○Eco-DRRは、NbSのなかでも防災・減災に着目し、「暴露の回避」と「脆弱性の低減」により災害か
ら人命・財産を守るとともに、かく乱環境の保全により多様な生物を育み、生物多様性保全との相
乗効果をもたらす取組。

Eco-DRRの概要

23



（出典）環境省資料

ESG投資の促進

24



ESG金融を通じた企業の脱炭素化

（出典）環境白書（概要版） 25



グリーンボンドの発行推移

26

グリーンボンド（GB）とは、企業や自治体等が、グリーンプロジェクトに要する資金を調
達するために発行する債券。ESG投資の世界的普及等を背景に、国際的に発行が急増。
環境省による国際原則に準拠した国内向けガイドラインの策定、発行支援補助事業等によ
り、市場は増加傾向。2020年には発行額が１兆円を突破。
再エネ・省エネ等に必要な巨額の追加投資に民間資金を呼び込む有効なツールとして注目
されている。

337.5 565.5 748.1
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2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

国内グリーンボンド年間発行額

発行件数

2017年3月
ICMAの原則を基にグリーンボンド
ガイドラインを策定

2018年～
グリーンボンド発行促進体制
支援事業開始

2020年3月
グリーンボンド
ガイドライン改訂

2020年
発行額
1兆円突破

（出典）環境省資料



（参考）TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）とは

（出典）環境省資料 27



（参考）TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）とは

（出典）環境省資料 28



（参考）TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）とは

（出典）環境省資料 29



持続可能な観光への関心の高まり

（出典）「交通政策審議会第４３回観光分科会 資料１」（国土交通省）
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国立公園満喫プロジェクト

（出典）環境省資料 31



農泊によるグリーン・ツーリズムの推進

（出典）「農泊の推進について」（農林水産省） 32



ガーデンツーリズムの推進

（出典）「ガーデンツーリズムの推進」（国土交通省） 33



持続可能な観光（観光SDGs）の推進

（出典）「交通政策審議会第４３回観光分科会 資料１」（国土交通省）
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地域循環共生圏の概要

35

地域循環共生圏（2018年、閣議決定）とは、地域資源を活用し、環境・経済・社会を良くしていくビジネスや事業
（ローカルSDGs事業）を社会の仕組みに組み込むとともに、例えば都市と農村のように、地域の個性を活かして
地域同士で支え合うネットワークを形成するという、「自立・分散型社会」を示す考え方。
その際、私たちの暮らしが森・里・川・海の連関からもたらされる豊かな自然環境に支えられていることを基本とする。

（出典）環境省提供資料



（参考）地域循環共生圏の事例

36

成果

創出した
ローカル
SDGs

事業の数

２３

カモの食害対策 ✕ エコツアー
• 干潟ではノリ養殖が盛んだが、カモによる食害のため、干潟

の保全に対する漁師の理解・協力が得られにくいことが課題
• LEDによる野鳥の誘導技術を持つ企業と連携し、カモを干

潟から追い払いつつライトアップし、ナイトツーリズムのコンテン
ツを生成。旅行会社と連携してモニターツアーを開催

グリーンインフラ日本酒の開発・販売
• 鹿島市山間部の棚田は、土砂崩れを防ぐグリーンインフラ(GI)として機能しており、干潟への土砂流

入による環境悪化を防いでいるが、耕作放棄が進んでいる
• このため、棚田で栽培した米を地元の酒蔵が買い取って醸造し、「グリーンインフラ日本酒」として販売。

この際、地銀が設置した地域商社を介して販路拡大し、販売開始約1月で約3000本を販売
• 酒粕等の廃棄物は、耕作放棄地で放牧している経産牛のエコフィードへの活用、酒蔵ツーリズムで使

用するプラスチックカップの材料として使用

酒蔵ツーリズムにおける脱炭素化
• 肥前浜宿には酒蔵が多く、イベント時には全国から8万人以上の観光客が来訪するが、

試飲用のプラスチックカップの大量廃棄が課題
• そこで、米等の国産バイオマス資源を活用して作られるプラスチック樹脂素材により試飲用

プラスチックカップを製作し、酒蔵ツーリズムにおける脱炭素化を推進
• 同プラスチック樹脂素材は、肥前鹿島干潟のゴミ拾い活動時のゴミ袋としても活用予定

ラムサールブランド商品の開発・販売
• ラムサール条約湿地である肥前鹿島干潟の保全に寄与する商品に対して専用シールを貼

付。当該シールを事業者に買い取ってもらうことで、商品のブランド化と、商品売上げの一部
が協議会の設置する基金に還元される仕組みを構築

• 基金は干潟の保全活動に活用しており、累計100万円を突破
• ラムサールブランド商品は主に、干潟に隣接している道の駅鹿島で販売
• 商品の一部は、東京ソラマチで開催されたSDGs関連ポップアップショップでも販売

地域コーディネーター ＝ プラットフォーム運営者
鹿島市ラムサール条約推進協議会

※記載されているステークホルダーは一部

形成された地域プラットフォーム：ステークホルダー 80 団体

照明器具製造販売業
地元酒造

青年会議所

NPO法人

地域商社

地方新聞社バイオマスプラスチック製造業者

道の駅
地元料理店

環境保護団体

旅行代理店 地域金融機関

商工会議所

市・関係各課

農業法人

地方大学
放牧牛研究会

鹿島市ラムサール条約推進協議会（活動地域：佐賀県鹿島市内）

（出典）環境省提供資料


